
　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　原判決を破棄する。
　　　　　被告人両名は無罪。
　　　　　　　　　理　　　　由
　本件控訴の趣意は、弁護人中島通子及び同永野貫太郎が連名で作成した控訴趣意
書（ただし、両弁護人は、第一回公判調書に記載のとおり訂正補充した。）並びに
被告人両名が連名で作成した控訴趣意補充書に記載されたとおりであり、これらに
対する答弁は、東京高等検察庁検察官検事安西温が作成した答弁書に記載されたと
おりであるから、これらを引用する。これら所論にかんがみ、控訴趣意に対し、当
裁判所は、つぎのとおり判断する。
　弁護人らの控訴趣意第二点の一について。
　所論は、被告人らが侵入したとされる土地はＡ大学Ｂ研究所の建物を囲繞する、
客観的に同研究所の構内と見られる土地ではないのであるから、被告人両名が同研
究所構内に侵入した旨認定判示し、被告人らに対し建造物侵入罪の成立を認めた原
判決には、判決に影響を及ぼすことの明らかな事実の誤認及び法令の解釈・適用の
誤り等があるというのである。
　そこで、原審記録を精査し、当審における事実取調の結果を合わせて考察する
に、原判決挙示の各証拠、原審第八回公判調書中証人Ｃ、同第九回公判調書中証人
Ｄの各供述記載、被告人Ｅ、同Ｆの当公判廷における各供述及び当裁判所受命裁判
官の検証調書並びに裁判所書記官作成の写真撮影報告書によれば、Ａ大学Ｂ研究所
及びその附近の状況は、およそつぎのとおりである。即ち、Ａ大学Ｂ研究所（以上
地震研という）の建物は、Ａ大学構内のほぼ西北端に位置し、その西側及び北側に
はＡ大学の敷地を囲むコンクリート塀があり、右建物から見て北東及び南西に当た
る部分にはそれぞれ通用門が設けられているが、これらには地震研の門であること
はもとより何らの表示もなく、右建物の南側には約二五メートル離れて金網で囲ま
れたテニスコートが作られ、さらにその南側にはサツカーグラウンドを挾んでＧ研
究所の建物が、また東側には野球場がそれぞれ存在している。そして、地震研の建
物の南側、テニスコートを囲む金網の北側の部分及びその延長線に至る約二五メー
トル幅の土地（以下本件土地という。）は、従来永く前記各通用門からＡ大学構内
の各建物やグラウンドヘの通路及び大学職員、学生、さらには外来者の駐車場とし
て利用されてきており、地震研の建物の管理権者が地震研所長であつたのに対し、
本件土地を含む右建物周辺の土地の管理権者はＡ大学総長であつた。而して、原判
決認定のような経緯により、昭和四五年一一月二一日付で地震研所長がＡ大学総長
から右建物周辺の土地の管理権の委任を受け、同月二九日地震研所長事務取扱Ｈに
おいて右権限に基づき原判示のとおり金網柵を構築し、地震研の建物の周辺の通路
を遮断し、地震研の職員以外の者の本件土地への立入りを禁止した。
　<要旨>以上の事実経過に基づき、本件土地の性質について考えてみるに、一般に
建物の敷地であつて門塀を設け、</要旨>外部との交通を制限し、守衛、警備員等を
置き、外来者がみだりに出入することを禁止した場所は、その建物に附属する囲繞
地として刑法一三〇条にいう人の看守する建造物に当たるのであるが、本件土地
は、金網柵構築前においては、前記のとおり、外界との間の塀やテニスコートの金
網等で多くの部分を取り囲まれた形になつているものの、Ａ大学構内全体における
その客観的位置関係、本件土地とその周辺の地形地物の状況、外界との関係、本件
土地の利用及び管理の状況等を洞察すれば、到底地震研の建物の固有の敷地とは認
め難く、むしろ、広く同大学の関係者一般に利用されていた同大学の構内の一部で
あつたと見るべきものであり、同大学構内の他の部分と特に異つた性質のものであ
つたとは認め難い。そして、本件当時にあつては、金網柵が構築されていたとはい
え、右金網柵は、通常、建物の敷地と外部とを区劃するに用いられる門塀等とは異
り、性質上一時的に本件土地への立入を阻止するためのものに過ぎないと考えられ
るのであるから、金網柵の設置の当不当は別として、右金網柵が構築されたからと
いつて、それまでの本件土地の前記性質が変わり、地震研の建物の固有の敷地にな
つたとまでは認めることはできず、したがつて、本件土地を地震研の建物に附属す
る囲繞地と見ることはできない。原判決は、本件土地が地震研の建物を囲繞する土
地であり、Ａ大学の敷地の一部であるとともに、客観的には地震研の構内とみられ
る土地である旨説示し、同所への立入りを建造物侵入罪に問擬しているが、この判
断は首肯し難いといわなければならない。もつとも、本件土地はＡ大学の構内の一
部であるから、この意味において人の看守する建造物に当たると解する余地がある
と考えられるのであるが、被告人らが、Ａ大学の学生として、同大学の職員及び他



の学生と同様に、特定の範囲の者に専ら利用が許されている施設を除き、大学構内
への立入りを許されていた者であつて、本件当日も、適法に大学構内に入つた者で
あるから、本件土地が、前記のとおり一時的な立入禁止の措置がとられていたとは
いえ、これにより大学構内の他の部分と性質を変ずるに至つたものとは認められな
い以上、被告人らが大学構内から同じく大学構内の一部である本件土地に立入つた
としても、直ちに建造物侵入罪を構成すると見ることはできない。
　以上のとおりであるから、被告人らの所為につき建造物侵入罪の成立を認めた原
判決は、事実を誤認したか法令の解釈・適用を誤つたかのいずれかであつて、この
誤りが判決に影響を及ぼすことは明らかであるから、原判決は破棄を免れない。こ
の点において論旨は理由がある。
　よつて、刑事訴訟法三九七条一項、三八〇条、三八二条により原判決を破棄し、
同法四〇〇条但書により、さらにつぎのとおり判決する。
　本件公訴事実は、「被告人らは、ほか百数十名の学生らとともに、昭和四五年一
一月三〇日午後一時三八分ころ、正門を閉鎖し通路を金網柵で遮断したうえ、部外
者の立入りを禁止していた東京都文京区ａｂ丁目ｃ番ｄ号所在のＡ大学Ｂ研究所
（同所所長事務取扱Ｈ管理）構内へ、同所南側通路の金網柵（高さ二・二四メート
ル、幅一六・三メートル）を引き倒して乱入し、もつて人の看守する建造物に故な
く侵入したものである。」というのであるが、被告人らの所為は前記のとおり罪と
ならないから、刑事訴訟法四〇四条、三三六条前段により、被告人両名に対し無罪
の言渡をすることとし、主文のとおり判決する。
　（裁判長判事　平野太郎　判事　寺内冬樹　判事　和田啓一）


